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 成年年齢の引下げの法令施行と 

 未成年者控除 

 

 

◆民法の成年年齢の改正と税法 

 平成30年（2018年）６月13日に民法改正法

が成立し、成人年齢が 20 歳から 18 歳となりま

した。 

 それを承けて、税法上の対象年齢を 20 歳 

から 18 歳に引き下げる様々な規定の改正が

平成 31 年にありました。 

 以下、一覧列挙してみます。 

①相続税の未成年者控除の対象相続人 

②相続時精算課税制度における受贈者 

③直系尊属から贈与を受けた場合の贈与税

の税率の特例における受贈者 

④非上場株式等に係る贈与税の納税猶予に

おける受贈者 

⑤ＮＩＳＡ非課税口座開設可能居住者 

⑥ジュニアＮＩＳＡの開設並びに非課税管理

勘定及び継続管理勘定の設定可能居住者 

⑦国税犯則調査手続における臨検等及び国

税徴収手続における捜索の立会人並びに税

理士となる資格を有する者 

 上記⑤と⑥は令和５年(2023 年)１月１日から

の適用で、他は改正民法の施行日と同一の

令和４年(2022 年)４月１日からの適用です。 

 

◆未成年者控除の改正内容 

 この中の未成年者控除については、平成 25

年度税制改正で、成人に達するまでの１年あ

たり６万円から 10 万円に増額されています。 

 今年の４月からの控除額の計算式は、  

(18 歳－相続開始時の年齢)×10 万円＝にな

ります。 

  

 

 また、未成年の内に何度かの相続を経験する場合

での２回目以降の未成年者控除額は、過去の相続で

の負担すべき相続税額が少なくて控除仕切れなかっ

た場合の控除未済額となります。 

 

◆控除未済額の修正計算 

 １回目の相続が令和１年（11 歳、相続税額 50 万円）

に開始したとした場合、1 回目の控除可能額は 90 万

円（＝（20 歳－11 歳）×10 万円）となり、相続税額を

超えているので相続税額全額が控除され、控除未済

額 40 万円あったことになります。 

 ２回目の相続が令和４年（14 歳、相続税額 100 万

円）に開始したとした場合、１回目相続時の控除未済

額を、18 歳に達するまでの年齢で計算し直し、20 万

円（＝（18 歳－11 歳）×10 万円－既控除額 50 万円）

とします。これが、２回目の控除額となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


